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研究成果の概要（和文）：本研究では、人口減少時代における空き家の整備のあり方を、「空き家の適正管理条例」と
「解体除却事業」という２つの側面から捉え、地方自治体による空き家の整備の取り組みについての実態調査を通して
、人口減少時代の空き家整備の諸課題を提示することを目的としている。空き家の整備に関する地方自治体の取り組み
をアンケート調査やヒアリング調査を通じて、空き家の適正管理に関する条例の実施と成果、課題点、空き家の解体除
却事業の成果と課題点を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：These days there are problems of improvement to vacant houses with a decrease in 
population. The purpose of this study is to examine the present conditions and problems of proper 
management regulations of vacant houses and the demolition clearance work of vacant houses by local 
governments. The analysis data base on questionnaires and interview for local governments. The main 
purpose of proper management regulations of vacant houses is to ensure the resident’s security and 
relief in usual. In addition, it has become easy to instruct owners of vacant houses by enforcing 
regulations. On the other hand, the main purpose of demolition clearance is to protect residential area 
from the collapse of vacant house with natural disaster and fire. A further direction of this study will 
carry out the individual interview for applicants and local government officers and residential leaders 
in order to get some further information on demolition clearance work and its vacant land use.

研究分野： 都市計画
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１．研究開始当初の背景 
 
成長・拡大社会から衰退・縮小社会への移

行に伴い空き家の増加が著しい。過疎地域の
農山村に止まらず地方都市においても長期
間放置された空き家が老朽危険建物化し、こ
れらの空き家が防災上あるいは景観上、負の
遺産となっており、その整備が急務の課題と
されている。 
空き家整備に関しては、建築基準法第 10

条（保安上危険な建築物等に対する措置）な
どの法律はあるものの、空き家に特化した法
律はなく、空き家に対する指導上、各地方自
治体においては、独自の条例を施行するなど
の個別対応を取らざるをえない状況にあっ
た。 
このようなことから、申請者は各地方自治

体で取り組まれている空き家の整備施策の
実情を把握するために「空き家の適正管理条
例」と「解体除却事業に関する調査研究」を
実施するに至った。 

 
２．研究の目的 
  
人口減少に伴い住宅需要は相対的に低下し
ており、空き家の数は年々増加している。住
宅・土地統計調査によれば、2008 年のわが
国の空き家率は 13.1％に達し、更に 2013 年
には 13.5％まで増加している。中には、2008
年時点で空き家率が 20％を超える自治体も
見られる。 
 このような問題に対応するために、予防策
として「空き家の適正管理に関する条例」を
施行する自治体、更に事後対策として危険建
築物化した空き家に対応するために「空き家
の解体除却事業」に取り組む自治体が出始め
てきた。 
そこで本研究では、このような社会的背景

を考慮し、「空き家の適正管理条例」と「空
き家の解体除却事業」という２つの側面から
空き家整備のあり方を捉え、地方自治体によ
る空き家の整備（条例や事業）の取り組みに
関する実態調査を通して、空き家の予防施
策・事後施策の効果と問題点を整理し、人口
減少時代における空き家の整備のあり方の
検討に資する知見を得ることを目的として
いる。 
 
３．研究の方法 
  
地方自治体を対象に各種調査を実施し、

「空き家の適正管理条例」と「解体除却事業」
の動向を把握する。 
 まず、アンケート調査とインターネット調
査等を実施し、これらの基礎調査から空き家
整備に積極的に取り組んでいる地方自治体
を抽出し、これらの地方自治体を対象にヒア
リング調査を行い、詳細を把握する。 
 ヒアリング調査については具体的には、北
海道沼田町、北海道長万部町、新潟県見附市、

新潟県魚沼市、東京都足立区、長野県白馬村、
福島県越前町、長崎県長崎市、広島県呉市を
ヒアリング調査する。 
 中でも広島県呉市は老朽危険建物化した
空き家の解体除却事業の実績が多いことか
ら、重点的な調査対象に位置づけ、地元自治
体に対するヒアリング調査に加えて、空き家
所有者（事業利用者）や近隣住民に対するア
ンケート調査を実施し、「空き家の適正管理
条例」と「解体除却事業」の取り組みの実態
と成果、今後の課題を明らかにした。 
 
４．研究成果 
  
平成 25 年度は、前年度に先行調査として

実施した東日本の地方自治体を対象に実施
したアンケート調査の結果を集計し、これら
の結果を基に、東日本における空き家の適正
管理に関する条例の実態を考察した。加えて、
インターネット調査を実施し、全国における
空き家の解体除却事業の取り組み実態の概
要を把握した。 
空き家の適正管理条例を施行する自治体

は 2012 年度に急激に増加し、行政上はこれ
により空き家の情報提供が増加している。地
域的には東北地方、とりわけ秋田県の自治体
で多く、深刻な人口減少と冬季の豪雪による
空き家の倒壊の危険性が大きいことが、空き
家の適正管理条例の制定・施行を促している
と言える。 
条例に期待する効果は、「住民の安全・安

心の確保」、「犯罪の防止」などが挙げられ、
条例による改善点としては「行政として指導
がしやすくなった」という成果がみられた。  
その一方で「空き家の所有者・管理者の特

定に時間、労力、費用がかかる」、「条例の業
務を担当する職員（マンパワー）が不足して
いる」などの問題点も明らかになった。その
他に、空き家の適正管理条例の具体的な内容
については、条例施行年月、情報提供、実態
調査、助言指導、勧告・命令、公表、罰則、
代執行の有無について把握し、整理した。 
一方、全国の自治体における空き家の解体

除却事業についてインターネット調査を用
いて、形式（主体型、補助型）、対象者、建
物の特記事項、実施条件、補助上限額、補助
割合などの項目について把握し整理した。形
式では補助型が、補助上限額では 30 万円ま
たは 50 万円が主流であることを把握した。 
 また、北海道沼田町、北海道長万部町、新
潟県見附市、新潟県魚沼市、東京都足立区を
対象にヒアリング調査を行い、多雪地域及び
大都市における空き家の適正管理条例や解
体除却事業のそれぞれの取り組みの実態を
把握した。 
平成 26 年度は、広島県呉市の呉市危険建

物除却促進事業の認定者を対象に前年度に
実施したアンケート調査を集計し、その結果
から危険老朽化した空き家の解体除却事業
の実態と今後の整備課題を明らかにした。具



体的には、認定事業者の事業利用の理由、解
体除却費用と敷地条件（接道幅員）の関係、
解体後の跡地を公共空間活用する場合の意
向、事業改善に関する諸課題を整理した。事
業認定者の約半数は解体除却前に空き家の
苦情（倒壊・破損が心配）を近隣住民から受
けており、認定者が空き家の解体除却に至っ
た理由も、空き家の倒壊・破損が心配、が最
も多かった。この点、当市における空き家の
解体除却事業は、近隣住民と空き家所有者の
ニーズ、更に地元行政の狙いを満たす成果を
上げていることが明らかになった。 
一方、他の地方自治体の空き家整備につい

ては、長野県白馬村、福島県越前町を対象に
ヒアリング調査を行い、空き家整備の取り組
みの実態と今後の課題を明らかにした。越前
町は空き家解体後の跡地をポケットパーク
として整備しているが、小規模集落において
空き家解体後の跡地をポケットパーク（公共
空間）にすることは数量的にも限度のある整
備手法である一面を把握した。 
平成 27 年度は、前年度に実施した呉市を

対象とした空き家整備に関する住民アンケ
ート調査を集計し、これをもとに、呉市にお
ける空き家整備施策（適正管理条例と解体除
却事業」の評価と今後の整備課題を考察した。
空き家の管理に関しては、７割強の住民は空
き家に対して「倒壊・破損が心配である」と
感じており、適正管理条例については、６割
の住民が有効であると評価している。自治会
による空き家管理は、７割弱の住民が協力で
きると回答したが、管理する条件として、「空
き家を管理する上での費用の補助が出る」こ
とを求めている。具体的には、庭木・雑草の
伐採、ごみの片づけ、これらの処分費である。
今後、自治会に空き家管理の協力を依頼する
場合、これらの費用の補助を考慮すべきであ
る。 
空き家の解体除却促進事業に関しては、７

割の住民が事業は有効であると評価した。そ
の理由としては、「補助してでも危険な空き
家は減らすべきだから」であり、地域住民は
地元自治体が危険な空き家の解体除却に対
してその費用を補助することを望んでいる
ことが明らかになった。今後の補助対象の選
定に当たって考慮すべき事項としては、「所
得の低い申請者が所有する空き家」が最も多
く、「狭隘道路に接する敷地を中心に補助す
る」、「斜面住宅地を中心に補助する」という
要望も少なからずみられた。今後は地方自治
体の財政規模も縮小していくことが予想さ
れるため、これらの点を考慮して、補助対象
を絞り込むことが検討課題と言える。 
本助成研究の実施後の平成 27 年２月、空

家等対策の推進に関する特別措置法が施行
された。本調査研究では、各自治体において
空き家の所有者を特定することに大きな負
担があるという問題点を明らかにしたが、特
措法により固定資産税の個人情報が空き家
所有者を把握することにより可能となり、空

き家指導は改善されつつある。 
今後の空き家整備の課題としては、①空き

家の適正管理（条例：予防策）、②危険空き
家の解体除却（事業：問題解決）、③空き家
の解体除却後の跡地活用（再編：環境改善）、
これら３点を総合的に推進する空き家整備
施策の構築が挙げられ、そのための継続的な
調査が必要である。 
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